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大気化学研究会からのお知らせ

大気化学研究会役員選挙の公示  

東京大学大学院理学系研究科 小池 真（選挙管理委員長）  
 大気化学研究会会則の選挙細則に基づいて下記の要領で第四期運営委員会役員を選出しますので、会員の皆さまのご
協力をお願い致します。2004年度の会費を納入したすべての会員に選挙権と被選挙権があります。ただし、例外とし
て選挙細則第５条により、会長以外の運営委員選出の被選挙権を持たない方が数名いるのでご注意ください（下記にお
名前があります）。 
 
役員選出日程 
2004 年10 月      ニュースレター12号による公示と郵送による投票の開始 
2004 年12 月1 日（水） 投票締め切り（選挙管理委員会必着） 
2004 年12 月      開票・当選者の確定（その後、電子メールとニュースレター13号によって結果公表） 
2005 年 １月      総会にて報告・承認 
2005 年 ４月      新運営委員会活動開始 
 
選挙要領 
1. 選出役員数：運営委員会役員12 名、うち１名を会長とする。 
2. 投票の締め切り：2004 年12 月1 日（水）までに選挙管理委員会委員長へ必着のこと。 
3. 投票用紙送付先：〒113-0033 東京都 文京区 本郷 7-3-1  

東京大学 理学系研究科 地球惑星科学専攻 小池 真 宛。 
4. 投票方法：投票用紙に6 名を連記（内１名は会長への投票）した後、投票用封筒に入れ、密封したうえで、さらに
郵送用封筒に入れて送付する。投票は無記名とする。 
 
選挙細則（2004年6月24日、第５条改正） 
第1条 大気化学研究会運営委員会役員の選出に係る本細則の設置は、研究会会則によって定める。 
第2条 選挙管理委員会は次の事業を行う。 
1. 選挙の公示 
2. 投票および開票に関する事務 
3. 当選の確認と公表 
4. その他選挙管理に必要な事項 
第3条 選挙管理委員は、会則第5条によって会長が運営委員より4名を委嘱し、委員長は互選とする。 
第4条 選出すべき運営委員会役員は、当該年度会費を納入したすべての会員（以下会員という）同士の互選とし、会

員は選挙に際して選挙権と被選挙権を有する。 
第5条 役員任期を2 期連続した者は被選挙権をもたない。ただし例外として会長の選出については、会長を２期連

続した者以外の者は被選挙権をもつものとする。（2004年6月24日、本条改正） 
第6条 選出すべき運営委員会役員およびその定数は以下の通りとする。 

会長1名、副会長1名、幹事5名、運営委員5名 
第7条 選出すべき運営委員会役員として6名を無記名投票する。うち1名を会長への投票とする。会長への投票数は、

運営委員会役員の選出のための得票としても数えることとする。 
第8条 当選者は得票数の多い順に選出され、得票同数の場合は抽籤によるものとする。 
第9条 副会長は選出された運営委員会役員による互選とする。 
第10条 幹事と運営委員の別は、新たに組織された運営委員会において決定する。 
この細則は2000 年6 月1 日から実施する。 
 
第四期運営委員会役員選出に関する注意 
2004年6月24日に開催された大気化学研究会の臨時会員総会において、上記選挙細則の第５条が改正されました。 
（旧条文）第5条 役員任期を2期連続した者は被選挙権をもたない。 
（新条文）第5条 役員任期を2期連続した者は被選挙権をもたない。ただし例外として会長の選出については、会長
を２期連続した者以外の者は被選挙権をもつものとする。 
この結果、第四期の会長選出に関しては2004年度の会費を納入したすべての会員に被選挙権があることになりま
す。一方、運営委員の選出に関しては、２期以上連続して役員をされている次の９名の方は、被選挙権をもちません
のでご注意ください。 



植松光夫、北和之、小池真、近藤豊、笹野泰弘、中澤高清、長谷部文雄、林田佐智子、松見豊 
 
なお第一期から第三期までの運営委員会役員（委員会推薦の役員を含む）は以下の通りです。 

       第一期      第二期  第三期 
 会長  ：秋元 肇     秋元 肇  近藤 豊 
 副会長 ：中澤高清     近藤 豊  中澤高清 
 運営委員：岩坂泰信     岩坂泰信  今村隆史 
      植松光夫     植松光夫  植松光夫 
      小川利紘     北 和之  笠井康子 
      梶井克純     小池 真  北和 之 
      河村公隆     梶井克純  小池 真 
      北 和之     河村公隆  駒崎雄一 
      塩谷雅人     笹野泰弘  笹野泰弘  
      近藤 豊     白井知子  長谷部文雄 
      白井知子     中澤高清  林田佐智子 
      堤 之智     長谷部文雄  坂東 博 
      中根英昭     林田佐智子  松見 豊 
      町田敏暢     松見 豊  横内陽子 
      松見 豊 
      横内陽子 

 
選挙管理委員会 小池真（委員長）、北和之、今村隆史、坂東博 
（選挙管理委員会委員は2004年6月23日の大気化学研究会運営委員会にて選出） 
 

「第１５回大気化学シンポジウム」のご案内 
 
 来る２００５年１月５日（水）－７日（金）の３日間、第１５回大気化学シンポジウムを下記の通り開催いたします。
大気化学シンポジウムでは、対流圏および成層圏大気の化学・輸送過程について最新の研究成果を発表しあい、十分時
間をかけて密度の濃い議論を行うことを目的としております。また、研究者どうしの情報交換を行い、それぞれの研究
プロジェクトの相互理解を深める機会となるよう希望しております。 
[成層圏コンビーナ：笹野泰弘（国立環境研）および対流圏コンビーナ：小池真（東大院理）より] 
 今回のシンポジウムでは、対流圏・成層圏の共通の２つ企画を予定しております。 
「日本の地球観測戦略」（特別企画） 
今年中にも、総合科学技術会議で正式決定される見込みの「地球観測戦略」は、今後の日本の地球観測の重点化に
も関わる重要な位置づけのものです。この企画では、この戦略の立案の経緯や内容、今後の我々の研究との関係など、
立案に携わった方々から直接、話を聞き議論をする場としたいと思います。 
「大気化学と気候の相互作用：気象学との境界領域研究の展望」（特別セッション） 
大気化学は、成層圏・対流圏のオゾンやエアロゾルの生成過程等を通して、地球の放射収支、気温や大気鉛直安定
度、降水分布などの地球の気候を支配する重要な過程をその研究領域として含んでいます。同時にこれらの力学過程
は、大気化学成分の輸送や除去過程、大気化学反応に密接に関わっています。このような強い結びつきにも関わらず、
将来の気候を予測するモデルなどでは、大気化学的な部分がきわめて不完全であり、今後の気象学・気候学との統合
的な研究が必要です。この特別セッションでは、このような境界領域の研究を発展させる機会としたいと思います。 
これらの企画のほかにもプロジェクトとしてまとまった成果発表の希望がありましたら、そのためのセッションを用意
することも可能ですのでご相談ください。成層圏・対流圏ともに活発な議論が行われる事を期待しております。 
皆さま奮ってご参加下さいますようお願い申し上げます。 
日程：２００５年1月５日（水）－７日（金） 
場所：豊川市民プラザ（PRIO II ビル３階） TEL: 0533-80-5122,  FAX: 0533-80-5125 

交通は以下の方法のいずれかです。１）名古屋鉄道豊川線諏訪町駅より徒歩3分、２）JR飯田線豊川駅よりタク
シーにて約10分（1100円程度）、３）JR豊橋駅より「豊川駅行き」または「新城駅行き」バスに乗車して約 30
分「体育館前」で下車し徒歩0分、４）東名豊川 ICより車で10分。クオリティホテル豊川と同じ建物。 

参加費：シンポジウムの参加登録費は無料です。懇親会：１月６日夜に懇親会を予定しております。（懇親会費有料） 
宿泊：クオリティホテル豊川（会場の豊川市民プラザと同じ建物）を割引料金（通常料金6,500円税別）にて利用する

ことができます。宿泊ご希望の方は、ホテルへ直接お申し込み下さい。その際必ず「名古屋大学の大気シンポジウ
ムで利用」とお申し出下さい。宿泊者駐車場あり。 
クオリティホテル豊川 http://www.greens.co.jp  TEL: 0533-80-5111,  FAX: 0533-80-5115 

シンポジウムでの発表希望者は、①講演題目、②氏名（発表者の前に丸）所属略称、③申込者氏名、④連絡先（住所、
電話、FAX、e-mail)、⑤旅費の支給の希望の有無、⑥口頭またはポスターの希望、⑦懇親会の出席希望の有無、以



上を書いた電子メールを連絡先電子メールアドレスへお送りください。もしくは、A4 紙に記入の上で下記連絡先
住所へ郵送でお送りください。 

発表申し込み締め切り：２００４年１１月１９日（金）
なお詳細は、ホームページhttp://www.stelab.nagoya-u.ac.jp/ste-www1/div1/taikiken/に掲載いたします。 
世話人： 東京大学先端科学技術研究センター 近藤 豊、 
     名古屋大学太陽地球環境研究所 松見 豊、水野 亮 
連絡先：〒442-8507 豊川市穂ノ原3-13 名古屋大学太陽地球環境研究所 松見研内 
     大気化学シンポジウム係 TEL: 0533-89-5192, FAX.: 0533-89-5593 

       E-mail : taikiken@stelab.nagoya-u.ac.jp 

第12回大気化学研究会運営委員会議事録 
 
日時：2004年6月23日 (水) 19:15-22:00  場所：東大先端研3号館207セミナー室 
出席者： 近藤、中澤、植松、笠井、北、小池、今村、横内、駒崎、坂東、松見 
議事内容 
１）会員状況 
 事務局松見委員より報告があった。 
 １６年度会費納入者（平成１６年６月４日現在）   参考 １５年度会費納入者 
  一般 １１８名（新規 ２４名 更新９４名）    一般 １６７名（５月時点 １１５名） 
  学生  ４６名（新規 １６名 更新３０名）    学生  ５４名（５月時点  ３１名） 
   計 １６４名（新規 ４０名 更新１２４名）    計  ２２１名（５月時点 １２３名） 
 学生会員の会員を増やすことを検討した。一般会員の教員に働きかける。 
２）会計状況 
 事務局松見委員より報告があった。 
 収入：会費収入 
 支出：運営委員会会場費、ニュースレター費用、大気化学討論会への補助など会員会費で運営ができている。 
３）ニュースレターの発行について 
 笠井委員より報告があった。 
 2004年春号（No. 11）を遅くなったが大気化学討論会に間に合うように発行できた。 
 2004年秋号（No. 12）は10月に発行予定 
３）研究会と学会との関係について小池委員より報告があり、討議した。 
 大気化学研究会を主体として育ってきた若手の研究者に対して、研究会が若手の期待にこたえられるような組織に
してゆく必要がある。一方、日本学術会議の改革が進行中であり、地球科学関連の学会の連合化の話が進みつつある。
その中で、研究会が主体性を失わないで、学術会議などとのパイプを持てるような方向を考える。他の研究会組織の
動向を調査する。 
４）セミナーの開催について 
 近藤会長より提案があり、討議した。 
 研究会が他の機関と共同で研究会を開く。研究会から財政的なサポートをする。質が低下しないように運営してゆく。 
５）次回の大気化学シンポジウムについて 
 日程：2005年1月5日（水）～7日（金）  場所：豊川市民プラザ（愛知県豊川市） 
 対流圏コンビーナ：小池委員、成層圏コンビーナ：笹野委員 
６）次回の大気化学討論会について 
 担当者：林田委員 開催地：奈良 
７）大気化学研究会の運営委員の選挙について小池委員（選挙管理委員長）より提案があり、討議した。 
 会長については、運営委員とは異なる種類の役員であり、運営委員を2期連続して務めていても会長になることが
できる。事務局については運営委員の職とは別のものとする。研究会の規約は そのままで、選挙細則を改正するこ
とを会員総会に提案することにした。 
 改正案 
 選挙細則 第5条 役員任期を2期連続した者は被選挙権をもたない。 
 → 役員任期を2 期連続した者は被選挙権をもたない。ただし例外として会長の選出については、会長を２期連続

した者以外の者は被選挙権をもつものとする。 
 選挙日程 
  2004 年10 月 ニュースレターによる公示と郵送による投票の開始 
 2004 年12 月初旬  投票締め切り（選挙管理委員会必着） 
 2004 年12 月初旬 開票・当選者の確定 （電子メールとニュースレターによって結果公表） 
 2005 年 １月     総会にて報告・承認 



  2005 年 4 月     新運営委員会活動開始 
 選挙管理委員会 小池真（委員長）、北和之、坂東博、今村隆史 
 

大気化学研究会 臨時総会議事録  
日時：2004年6月24日（木）17：40－18：20 場所：東大先端研4号館2F講堂（大気化学討論会会場） 
議題 １）研究会の今後の活動方向について（近藤豊会長） 
 ２）会員・会計状況報告   事務局松見委員より説明があった。 
 ３）ニュースレターの発行について 
 ４）次回の大気化学シンポジウムについて  松見委員より日程場所の説明があった。 
 ５）次回の大気化学討論会について  林田委員より講演会場・宿泊場所の候補について説明があった。 
 ６）大気化学研究会の運営委員の選挙について  小池委員から説明があり、選挙規約改正が承認された。 

（議事録作成：大気化学研究会事務局 松見 豊） 
 

 会員からのお知らせ・報告 
第１０回大気化学討論会 開催報告 

東京大学先端科学技術研究センター 近藤 豊 
2004年6月23～25日の3日間にわたって、東京大学先端科学技術研究センターにて第10回大気化学討論会が開催
されました。第10回目となる今回の討論会では、昨年より多くの149名の参加者（一般81名、学生68名）により、
口頭発表33件およびポスター発表61件が行われ、反応性気体およびエアロゾルの生成・輸送・変質プロセス、地球温
暖化、酸性雨、成層圏オゾン、モデル計算、反応速度計測、装置開発等に及ぶ活発で実りある議論を深めることができ
ました。 
今回は、本来の「討論会」の趣旨に立ち返り、下記の方々をリーダーとする3つのセッションにおいて「総合討論」
を実施しました。（敬称略） 
(1) 温室効果気体 （青木 周司、町田 敏暢） 
(2) 人為起源の反応性気体・エアロゾル （小池 真、谷本 浩志） 
(3) 炭素性エアロゾル （持田 陸宏、竹川 秀人） 
この「総合討論」の試みは大気化学討論会のプログラムを組む作業中に若手研究者が発案してくれたものです。個々
の研究の意義を、より大きなスコープの中で理解する上で大変有意義であったと思います。最初の試みであったこと、
時間が限られていたことが重なり、リーダーの方々の事前準備の負担は大きかったはずです。しかし、どのセッション
においても、リーダーの方々の取りまとめは素晴らしく、研究のレビューとしても貴重なものになりました。今後、大
気化学シンポジウム、大気化学討論会において、このような「総合討論」の場を持ち続けていくことにより、個々の研
究発表の質も向上するというフィードバックも期待できると考えています。また大気化学シンポジウム、大気化学討論
会の運営の仕方に関し、若手研究者を含め、多くの方々が今後も、御意見・提案をされることを期待しています。 
 

ＩＧＡＣ国際会議の報告 
東京大学大学院理学系研究科 小池真 

今年の９月４－９日に、ニュージーランドのクライストチャーチにおいて、第８回 IGAC(International Global 
Atmospheric Chemistry)国際会議が開催された（IGACについてはhttp://www.igac.noaa.gov/を参照のこと）。会議には延
べ４００人を越える参加者があり（うち日本からの参加者が約６０人）、１４のセッションの講演と対応するポスターセ
ッションが行われた。IGAC は伝統的にパラレルセッションを設けず、全ての講演をひとつの会場で実施するスタイル
をとっており、比較的広い大気化学の分野の発表を聞くことができるようにしている。 
オープニングはオゾンホールの研究で有名な（現在 IPCCのワークグループ１のco-chairでもある）Susan Solomon
の講演で、2007年の IPCCレポートのうち大気化学の関連した分野での新しい視点などについての紹介がされた。引き
続き各セッションの講演が行われた。今回の研究発表の中で特徴的であったことのひとつは、エアロゾルに関連したセ
ッションにおいて、エアロゾルの化学組成だけでなく、雲・水循環に関連させた興味深い発表が幾つかなされたことが
あげられる。オーストラリアなどで観測されている降雨の減少が人為的エアロゾルの影響によるものかその因果関係を
はっきりさせることが困難であること、実際に雲凝結核となるエアロゾルを撒いた実験でもその雲形成への効果がはっ
きり見えなかったことなどが報告された。またエアロゾルのうち特に不確定性の高い二次有機エアロゾルの生成に関連
した発表が幾つかなされたことも特筆でき、ポリマーが主要な成分であることを示す室内実験の結果などが示された。
また今回は初めてメガシティーの研究が IGACのセッションとして組まれ、重要な研究テーマとして注目され始めてい
た。メガシティーからの人為起源物質の放出が半球規模で大気環境に少なからぬ影響を与えていること、従ってメガシ
ティー近傍での大気化学反応の理解が重要であることなどが報告された。今回の会議ではまた雪面・氷面と大気との相
互作用とハロゲン化学に関するセッションも組まれ、現在の大気化学研究の新しい分野として興味深い報告がなされて



いた。IGAC固有のテーマに加え、大気化学と気候との相互作用（SPARCとの関連セッション）、大気と海洋の相互作
用（SOLASとの関連セッション）、エミッションとディポジション（iLEAPSとの関連セッション）など、関連分野と
の境界領域を扱ったセッションも組まれ、大気化学の広がりが示されていた。 
今回の会議はまた学生の参加者の割合が高く活気にあふれたものとなった。特に若い研究者がシニア研究者と昼食時
に交流できるような場が設けられるなど、若い研究者の発案・企画による、若い研究者のための様々な工夫がこらされ
ていたことも印象的であった。 
なお次回の IGAC 国際会議は、２００６年９月１７－２３日に南アフリカ共和国のケープタウンにて、CACGP, 

SOLASおよびWMOとの共催で開催される予定である。 (http://www.atmosphericinterfaces2006.co.za/)。 
 
 
 
若手研究ショートレビュー 

「古くて新しい光化学オキシダント問題:ラジカル化学の視点から」 
国立環境研究所 NIESポスドクフェロー 定永 靖宗 

（E-mail: sadanaga.yasuhiro@nies.go.jp） 

平成14年に千葉県で18年ぶりに光化学スモッグ警報が発令されるなど、近年都市域や都市郊外において光化学オ
キシダントの大気中濃度が再び増加傾向にあることをご存知の方も多いかと思われる。近年みられる光化学オキシダン
トの増加傾向の原因が過去のそれと大きく異なるのは、その前駆物質である窒素酸化物（NOx）や揮発性有機化合物 
（VOCs）の濃度が近年では減少傾向にあることである。一方で、前駆体の大気中への放出量が比較的小さくなる週末
に逆にオキシダントの濃度が増加するという“weekend effect”なる現象も報告されており [e.g. Marr and Harley, 
2002; Qin et al., 2004]、光化学オキシダントの生成メカニズムはここにきてより複雑なことが明らかになってきて
いる。 
 おおまかに言えば、対流圏における光化学的なオゾンの生成速度はNOx濃度とVOCs濃度の関数となると考えられて
いるが、VOCsについては種類が豊富でありOHとの反応速度も種類によって異なることから、従来のVOCs濃度での
議論ではなく、VOCsとOHとの反応性（VOC reactivity: ∑kOH + VOC[VOC] と定義）を扱ったほうがより光化学オゾ
ン生成について議論が容易になると考えられる。しかしながら、都市域におけるVOCsは 500 種類以上存在すると言
われており[Lewis et al., 2000]、正確なVOC reactivityを求めることはVOCsの濃度測定の面、及び VOCsとOH
との反応速度定数を決定する面の双方において非常に困難である。 
 このような状況下、我々はその逆の視点に立ちOHと大気中微量成分との反応性（OH reactivity: ここでは OH 大気
寿命の逆数と定義）を直接測定する装置の開発を行なった[Sadanaga et al., 2004a]。OHの反応相手には CO、 
NOx、 SO2、 VOCsなどが挙げられるが、VOCs以外の物質については数種類に限られると考えられるため、それ
らの濃度についても同時に測定すれば、VOC reactivityを近似的に求めることが可能となる。 
 OH reactivity 測定装置はレーザーポンプ・プローブ法に基づいて開発した。装置の概要を図に示す。大気を反応管

に導入し、その中で低繰り返し（1～2.5 Hz）の266-nm 
パルスレーザー（ポンプレーザー）を照射し、大気中のオ
ゾンを光分解させることによりOHラジカルを人為的に生
成させた。その後OHは大気中の微量成分と反応し、濃度
が減衰する。その減衰過程を高繰り返し（10 kHz）の 
308-nm パルスレーザー（プローブレーザー）を用いた
レーザー誘起蛍光法（LIF 法）により時間分解測定し、LIF
信号の時間変化から OH reactivityを得た。 
 2003年夏季に東京都立大学（東京都八王子市）におい
てOH reactivityの実大気観測を行なった。また、同時に観
測された O3、CO、NOx、SO2、VOCs（60 種類） の
濃度及びそれらと OHとの反応速度定数から OH 
reactivityを計算し、実測値と比較した。その結果、この観
測においては OH reactivityの実測値が計算値を上回り、

れた [Sad
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図. OH reactivity 測定装置の概

その原因として、大気圧におけるOHと NO2との反応速度
の不確かさ、及び測定していないVOCsの存在、が考えら

anaga et al., 2004b]。 
に基づいて、我々は大気圧下でのOHとNO2との反応速度定数を測定し [Sadanaga et al., 2004c]、その
て更に解析を進めたところ、日平均のOH reactivityに対して測定していないunknown VOCsの寄与が
にものぼることを見出した [Sadanaga et al., 2004d]。これは通常のガスクロマトグラフ法で一度に測定
限の種類のVOCs濃度について観測を行ない、かつ最近台頭してきた陽子移動反応型質量分析装置 
）[e.g. Lindinger et al., 1998; Kato et al., 2004] も同時に用いた場合の結果である。なお、現在のと



ころそのunknown VOCsについて明確な結論が出ていないが、観測の一部でunknown VOC reactivityとオゾンの
濃度に相関があること、及び同様に行なった冬の観測では実測値と計算値にほとんど差が見られなかったことから、
unknown VOCsとしては、一次的に大気中に放出されたものではなく、光化学反応を経て二次的に生成した VOCs 
が主要であると考えられた [Yoshino et al., 2004]。 
 更に、我々はunknown VOCsを考慮したときとしていないときで観測期間中の対流圏オゾン生成能を見積もり、
unknown VOCsを考慮しない場合、オゾン生成が最大25－50 %過小評価されるという結果を得た [Sadanaga 
et al., 2004d]。 
 私は主に以上のような研究を 2002年度から2年余りの間行なってきたが、この OH reactivityの直接観測はアメ
リカのグループに2、 3歩遅れをとってしまっているのが現状である[e.g. Kovacs and Brune, 2001; Martinez et 
al., 2003]。我々の開発してきた装置はアメリカのそれと比べて原理的に優れているという自負は持っているが、最近
アメリカのグループのほうでサイエンス誌に OH reactivityに関する論文が出る [Di Carlo et al., 2004] など、研究
面ではアメリカのほうが現段階で数歩先を進んでいることは否めないであろう。対流圏オゾンの分野が特にそうなのか
もしれないが、全体的に日本の場合欧米に比べると、研究者間のコミュニケーションが少なく、結果として欧米に遅れ
をとってしまっているように感じる（必ずしもそれだけではないと思うが）。特に日本の場合、やり方を誤ると「船頭多
くして船山に登る」のように、コミュニケーションを増やすことによって弊害が出てくる可能性もあるが、規模の大き
い観測が可能になるなど、それ以上のご利益を得ることができると思われる（無論、規模の大きい観測が良いと言って
いるわけではない。観測の variation が膨らむという点で良いという意味である。）。いずれにしても、現状のままでは
全体的に欧米にどんどん先を越されてしまうことと危惧している。 
 また、私は2年ほどこの研究をやってきて、OH reactivityの観測研究の下地は作れたと考えているが、十分な域に
達することができなかったとも思っている。ポスドククラスにいる多くの若手は同じ考えであろうが、現状のポスドク
の任期だと、研究内容にもよるが、100 %満足に研究を遂行できない状況が多いのではないだろうか。実際に手を動
して研究する人の多くは若手であろうから、若手研究者がじっくりと研究できる環境を整える必要があると思う。 か 
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